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Nuclear Energy Policy:  
Public Sphere around Legal Institutions of Decision Making ⑴ 
 
 



















原子力利用 公共空間 パブリックコメント 環境影響評価 円卓会議 対話 
Use of Nuclear Power, Public Sphere, Public Comment, Environmental Affect Assessment, Round 
Table, Dialogue 






































































































 篠田らの研究から得られた知見に照らして考えると、「国民の 6 割が推進を肯定」と断定
することは明らかに正確な認識ではない。積極的推進あるいは強固な反対を主張し続ける両


































験方法を定めた「JEAC4201－2007 の 2010 年追補版」に対する意見公募を行った原子力安全・
保安院に対し、根本的な疑問を表明するパブリックコメントを提出したところ、「玄海 1 号
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 日本政府は、国内外から事業の計画段階で環境影響評価を行う戦略的環境アセスメントの












 山口県熊下郡上関町町長が 1982 年に誘致を表明して以来、予定地対岸の祝島住民による強
固な反対運動が続いている上関原子力発電所にかかわる環境アセスメントについて、筆者自
身の調査（2011 年 10 月 24 日現在、未発表）から、二点を述べておく。 




















 政府は 1995 年 12 月の高速増殖原型炉「もんじゅ」ナトリウム漏れ事故による国民の原子
力への不信や不安の高まりを背景に、原子力政策を根本から見直すよう訴えた新潟、福井、
福島の三県知事による要請を受けて、政策立案の段階から国民との対話を図る姿勢を打ち出
す。この結果開催されたのが 1996 年の春から秋にかけて 11 回に及んだ原子力政策円卓会議
である。延べ人数で 127 名が会議に参加し、2300 余名が傍聴、インターネットで 3 万件を
超えるアクセスがあった。円卓会議は国民への全面公開を前提に行われ、議事録概要と議事
録はインターネット上と原子力発電所立地の都道府県にある原子力事務所等で公開されてい
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1) ［坂本、2009］と［Johnson, 2008,  Chapter3  pp.24-33］を参照。 
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ている。 
3) ［石橋他、2000］と［原子力政策円卓会議 2010、2010］を参考に筆者が整理した。 
4) 『思想』973 号が科学技術論分野の代表的な論者の論考を集めた特集号である。 
5) 信頼について同様のことが［中村・関谷他、2006、2007］などでも指摘されている。 
6) ［Gastil & Levine, 2005, Chapter5］を参照。 
7) 例えば、［飯田、2001、p.187］がある。 
8) 電源開発調整審議会は 2000 年に廃止され、その後 2004 年からは経済産業大臣が特に重要な電源
開発に係る地点については、電気事業者の申請に基づき「重要電源開発地点」の指定を行い、地
元合意形成や関係省庁における許認可の円滑化を図ることになっている。 
9) 2002 年度から 2011 年度までのエネルギー対策特別会計の電源開発促進勘定の内、電源立地対策費




11) 環境省「諸外国の環境影響評価制度調査報告書」2005 年を参照。 
12) 瀬戸内海の生物多様性保全のための三学会合同シンポジウムにおける佐藤正典氏の発言である。 
ただし、三学会の合同シンポジウムを受けて初めて中国電力社長山下氏が「予定地周辺だけがホ
ットスポットではない」と反論したことがある。朝日新聞 2010 年 1 月 15 日 
13) 市民参加懇談会については、内閣府原子力政策担当室による 2009 年 6 月 9 日付けの第 24 回原子
力委員会資料第 5－1 号「『原子力委員会 市民参加懇談会』の活動」について」と題された文書 
に、事実関係の記録がまとめられている。内閣府原子力政策担当室： 





   http://hideyukihirakawa.com/sts_archive/usregsys/06.html 2011 年 10 月 21 日参照 










が提出した最終報告書で認定された「やらせ」は、中部、四国、九州など 5 電力 7 件であった。
東京新聞 10 月 1 日 朝刊 
18) 谷口武俊・土屋智子 「リスクコミュニケーション社会実験「C3（シーキューブ）」原子力安全
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基盤機構ホームページ http://www.jnes.go.jp/content/000015697.pdf  2011 年 10 月 9 日参照 
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